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企業会計基準公開草案第 58 号「退職給付に関する会計基準（案）」 
企業会計基準第 26 号「退職給付に関する会計基準」（改正平成 24 年 5 月 17 日）を次のように改正する（改正部分に下線を付している。）。 

公開草案 現行 
企業会計基準第 26 号 

「退職給付に関する会計基準」 

平成 10 年 6 月 16 日

企 業 会 計 審 議 会

改正平成 24 年 5 月 17 日

最終改正平成 XX 年 XX 月 XX 日

企業会計基準委員会

企業会計基準第 26 号 

「退職給付に関する会計基準」 

平成 10 年 6 月 16 日

企 業 会 計 審 議 会

改正平成 24 年 5 月 17 日

企業会計基準委員会

確定給付制度の開示 

注記事項 

30. 確定給付制度については、次の事項を連結財務諸表及び個別財

務諸表に注記する。なお、(2)から(11)について、連結財務諸表

において注記している場合には、個別財務諸表において記載す

ることを要しない。 

(1)  退職給付の会計処理基準に関する事項 

(2)  企業の採用する確定給付制度の概要 

(3)  退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

(4)  年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

(5)  退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退

確定給付制度の開示 

注記事項 

30. 確定給付制度に係る次の事項について連結財務諸表及び個別財

務諸表において注記する。なお、(2)から(11)について、連結財

務諸表において注記している場合には、個別財務諸表において記

載することを要しない。 

(1)  退職給付の会計処理基準に関する事項 

(2)  企業の採用する退職給付制度の概要 

(3)  退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

(4)  年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

(5)  退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退

平成 28 年 6 月 2 日 
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公開草案 現行 
職給付に係る負債及び資産の調整表 

(6)  退職給付に関連する損益 

(7)  その他の包括利益に計上された数理計算上の差異及び過

去勤務費用の内訳 

(8)  貸借対照表のその他の包括利益累計額に計上された未認

識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の内訳 

(9)  年金資産に関する事項（年金資産の主な内訳を含む。） 

(10) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

(11) その他の事項 

職給付に係る負債及び資産の調整表 

(6)  退職給付に関連する損益 

(7)  その他の包括利益に計上された数理計算上の差異及び過

去勤務費用の内訳 

(8)  貸借対照表のその他の包括利益累計額に計上された未認

識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の内訳 

(9)  年金資産に関する事項（年金資産の主な内訳を含む。） 

(10) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

(11) その他の退職給付に関する事項 

確定拠出制度の会計処理 

31. 確定拠出制度については、当該制度に基づく要拠出額をもって

費用処理する。また、当該制度に基づく要拠出額をもって費用

処理するため、未拠出の額は未払金として計上する。 

確定拠出制度の会計処理及び開示 

31. 確定拠出制度においては、当該制度に基づく要拠出額をもって

費用処理する。 

 

確定拠出制度の開示 

表 示 

32. 前項の費用は、第 28 項の退職給付費用に含めて計上する。 

 

 

 

32. 前項の費用は、第 28 項の退職給付費用に含めて計上し、確定拠

出制度に係る退職給付費用として注記する。また、当該制度に基

づく要拠出額をもって費用処理するため、未拠出の額は未払金と

して計上する。 

注記事項  
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32-2． 確定拠出制度については、次の事項を連結財務諸表及び個別

財務諸表に注記する。なお、連結財務諸表において注記してい

る場合には、個別財務諸表において記載することを要しない。

(1)  企業の採用する確定拠出制度の概要 
(2)  確定拠出制度に係る退職給付費用の額 
(3)  その他の事項 

（新 設） 
 
 
 
 
 

複数事業主制度の会計処理及び開示 

33.  複数の事業主により設立された確定給付型企業年金制度を採

用している場合においては、次のように会計処理及び開示を行

う。 
(1)  合理的な基準により自社の負担に属する年金資産等の計

算をした上で、第 13 項から第 30 項の確定給付制度の会計

処理及び開示を行う。 

(2)  自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算する

ことができないときには、第 31 項、第 32 項及び第 32-2

項の確定拠出制度に準じた会計処理及び開示を行う。この

場合、当該年金制度全体の直近の積立状況等についても注

記する。 

複数事業主制度の会計処理及び開示 

33.  複数の事業主により設立された確定給付型企業年金制度を採

用している場合においては、次のように会計処理及び開示を行

う。 
(1)  合理的な基準により自社の負担に属する年金資産等の計

算をした上で、第 13 項から第 30 項の確定給付制度の会計処

理及び開示を行う。 

(2)  自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算する

ことができないときには、第 31 項及び第 32 項の確定拠出制

度に準じた会計処理及び開示を行う。この場合、当該年金制

度全体の直近の積立状況等についても注記する。 

適用時期等 

34.  平成 24 年に改正した本会計基準（以下「平成 24 年改正会計

基準」という。）は、平成 25 年 4 月 1 日以後開始する事業年度

適用時期等 

34.  本会計基準は、平成 25 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の年

度末に係る財務諸表から適用する。ただし、平成 25 年 4 月 1 日
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の年度末に係る財務諸表から適用する。ただし、平成 25 年 4

月 1 日以後開始する事業年度の期首から適用することができ

る。 

以後開始する事業年度の期首から適用することができる。 

36.  第 34 項に従って平成 24 年改正会計基準を適用後、前項に掲

げた定めを適用しない期間がある場合、当該期間については、

企業会計審議会「退職給付に係る会計基準」（以下「平成 10 年

会計基準」という。）における退職給付債務及び勤務費用に関す

る定め（同基準 二 2、三 2(1)及び(2)）並びに特別損益におけ

る表示の定め（同基準 四 2）に従う。 

36.  第 34 項に従って本会計基準を適用後、前項に掲げた定めを適

用しない期間がある場合、当該期間については、企業会計審議会

「退職給付に係る会計基準」（以下「平成 10 年会計基準」という。）

における退職給付債務及び勤務費用に関する定め（同基準 二 2、

三 2(1)及び(2)）並びに特別損益における表示の定め（同基準 四

2）に従う。 

37.  第 34項及び第35項に従って平成24年改正会計基準を適用す

るにあたり、過去の期間の財務諸表に対しては遡及処理しない。

平成 24 年改正会計基準の適用に伴って生じる会計方針の変更

の影響額については、第 34 項の適用に伴うものは純資産の部に

おける退職給付に係る調整累計額（その他の包括利益累計額）

に、第 35 項の適用に伴うものは期首の利益剰余金に加減する。

37.  第 34 項及び第 35 項に従って本会計基準を適用するにあたり、

過去の期間の財務諸表に対しては遡及処理しない。本会計基準の

適用に伴って生じる会計方針の変更の影響額については、第 34

項の適用に伴うものは純資産の部における退職給付に係る調整

累計額（その他の包括利益累計額）に、第 35 項の適用に伴うも

のは期首の利益剰余金に加減する。 

38.  第 35 項に従って平成 24 年改正会計基準を適用するにあたっ

ては、その適用前に第 19 項(1)に定める期間定額基準を採用し

ていた場合であっても、適用初年度の期首において、第 19 項(2)

に定める給付算定式基準を選択することができる。 

38.  第 35 項に従って本会計基準を適用するにあたっては、その適

用前に第19項(1)に定める期間定額基準を採用していた場合であ

っても、適用初年度の期首において、第 19 項(2)に定める給付算

定式基準を選択することができる。 

38-2. 平成 XX 年に改正した本会計基準（以下「平成 XX 年改正会計 （新 設） 
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基準」という。）は、公表日以後適用する。 

議 決 

42.  平成 24 年改正会計基準は、第 243 回企業会計基準委員会に出

席した委員 11 名全員の賛成により承認された。なお、出席した

委員は以下のとおりである。 

議 決 

42.  本会計基準は、第 243 回企業会計基準委員会に出席した委員 11

名全員の賛成により承認された。なお、出席した委員は以下のと

おりである。 

結論の背景 

経 緯 

平成 24 年改正会計基準の公表 

48.  平成 21 年 1 月には、今後の取組みの中で、退職給付に関する

会計基準等をどのように見直していくかについての検討に資す

るよう、「退職給付会計の見直しに関する論点の整理」（以下「論

点整理」という。）を公表し、広く意見を求めた。当委員会は、

論点整理に寄せられたコメントを分析し検討を重ねた結果、我

が国における退職給付に関する会計基準の見直しを 2 つのステ

ップに分け、ステップ 1 においては、以下を取り扱うこととし

た。 

(1)  未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理

方法の見直し（第 55 項及び第 56 項参照） 

(2)  退職給付債務及び勤務費用の計算方法の見直し（第 57

項、第 60 項から第 63 項及び第 66 項参照） 

結論の背景 

経 緯 

平成 24 年改正会計基準の公表 

48.  平成 21 年 1 月には、今後の取組みの中で、退職給付に関する

会計基準等をどのように見直していくかについての検討に資す

るよう、「退職給付会計の見直しに関する論点の整理」（以下「論

点整理」という。）を公表し、広く意見を求めた。当委員会は、

論点整理に寄せられたコメントを分析し検討を重ねた結果、我が

国における退職給付に関する会計基準の見直しを2つのステップ

に分け、ステップ 1においては、以下を取り扱うこととした。 

(1)  未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理

方法の見直し（第 55 項及び第 56 項参照） 

(2)  退職給付債務及び勤務費用の計算方法の見直し（第 57 項、

第 60 項から第 63 項及び第 66 項参照） 

(3)  開示の拡充（第 77 項参照） 



－6－ 

 

公開草案 現行 
(3)  開示の拡充（第 77 項参照） 

平成 22 年 3 月には、平成 10 年会計基準を改正する企業会計

基準公開草案第 39 号「退職給付に関する会計基準（案）」（第

44項から第 46項に掲げた平成10年会計基準の一部を改正する

3つの企業会計基準も引き継いでいる。）を公表し、広く意見を

求めた。公開草案に対して寄せられたコメントの中には、退職

給付会計の改正は関連諸制度との調整が必要となること等を踏

まえて、個別財務諸表への適用は慎重に検討すべきという意見

があった。こうした中、個別財務諸表を当面どのように取り扱

うべきかについて意見を聴取するために、公益財団法人財務会

計基準機構内において平成 22 年 9 月に「単体財務諸表に関する

検討会議」（以下「単体検討会議」という。）が設置され、未認

識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の負債計上に係る

個別財務諸表の取扱いが当該会議における論点の 1 つとして取

り上げられて議論された。単体検討会議の報告書は平成 23 年 4

月に公表され、当委員会では報告書で示された方向性の考え方

を十分斟酌しつつ、その後も時間をかけて慎重に検討を重ねた

（第 86 項から第 89 項参照）。平成 24 年改正会計基準は、この

ような経緯を経て、公開草案の内容を一部修正した上で公表す

るに至ったものである。 

平成 22 年 3 月には、平成 10 年会計基準を改正する企業会計基

準公開草案第 39 号「退職給付に関する会計基準（案）」（第 44 項

から第46項に掲げた平成10年会計基準の一部を改正する3つの

企業会計基準も引き継いでいる。）を公表し、広く意見を求めた。

公開草案に対して寄せられたコメントの中には、退職給付会計の

改正は関連諸制度との調整が必要となること等を踏まえて、個別

財務諸表への適用は慎重に検討すべきという意見があった。こう

した中、個別財務諸表を当面どのように取り扱うべきかについて

意見を聴取するために、公益財団法人財務会計基準機構内におい

て平成 22 年 9 月に「単体財務諸表に関する検討会議」（以下「単

体検討会議」という。）が設置され、未認識数理計算上の差異及

び未認識過去勤務費用の負債計上に係る個別財務諸表の取扱い

が当該会議における論点の 1 つとして取り上げられて議論され

た。単体検討会議の報告書は平成 23 年 4 月に公表され、当委員

会では報告書で示された方向性の考え方を十分斟酌しつつ、その

後も時間をかけて慎重に検討を重ねた（第 86 項から第 89 項参

照）。平成 24 年に改正した本会計基準（以下「平成 24 年改正会

計基準」という。）は、このような経緯を経て、公開草案の内容

を一部修正した上で公表するに至ったものである。 

平成 XX 年改正会計基準の公表 

49-2. 平成 XX 年改正会計基準は、実務対応報告第 XX 号「リスク分

 
（新 設） 
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担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱い」において

リスク分担型企業年金の会計処理及び開示を明らかにしたこと

に伴い、確定拠出制度に係る注記を整備するために改正を行っ

たものである（第 32-2 項参照）。 

確定拠出制度の会計処理 

78. 確定拠出制度の会計処理については、平成 10 年会計基準では

明示されていなかったものの、退職給付意見書の中でその考え

方が示され、また、その後に公表された企業会計基準適用指針

第 1 号「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」などの中

で取扱いが定められていた。平成 24 年改正会計基準での定義

（第 4項参照）及び会計処理（第 31 項参照）は、こうした従来

の考え方や取扱いを踏襲したものである。 

確定拠出制度の会計処理及び開示 

78. 確定拠出制度の会計処理については、平成 10 年会計基準では明

示されていなかったものの、退職給付意見書の中でその考え方が

示され、また、その後に公表された企業会計基準適用指針第 1号

「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」などの中で取扱い

が定められていた。平成 24 年改正会計基準での定義（第 4 項参

照）、会計処理及び開示（第 31 項及び第 32 項参照）は、こうし

た従来の考え方や取扱いを踏襲したものである。 

確定拠出制度の開示 

78-2. 定義及び会計処理と同様に、平成 24 年改正会計基準での確定

拠出制度の開示（第 32 項参照）は、従来の考え方や取扱いを踏

襲したものである。 

 
（新 設） 

78-3. リスク分担型企業年金が平成 XX 年に導入され、複数の制度が

会計上の確定拠出制度に該当することを受けて、平成 XX 年改正

会計基準では、財務諸表利用者が確定拠出制度に該当する制度

の内容を理解できるようにするために、「企業の採用する確定拠

（新 設） 
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出制度の概要」及び「その他の事項」を注記事項として追加す

ることとした（第 32-2 項参照）。 

適用時期等 

80.  平成 24 年改正会計基準の適用によって生じ得る会計方針の

変更には、次のものがある。 

（省 略） 

適用時期等 

80.  本会計基準の適用によって生じ得る会計方針の変更には、次の

ものがある。 
（省 略） 

81.  前項に示した平成 24 年改正会計基準の適用により生じ得る

会計方針の変更のうち、(1)については原則として当期純利益及

び利益剰余金に影響を与えないことから（第 56 項参照）、年度

末の財務諸表からの適用とする一方で、(2)はこれらに影響を与

えることを踏まえ、期首からの適用とした。また、(3)について

も当期純利益に影響を与え得ることから、(2)と併せて適用する

こととした（第 34 項及び第 35 項参照）。 

81.  前項に示した本会計基準の適用により生じ得る会計方針の変

更のうち、(1)については原則として当期純利益及び利益剰余金

に影響を与えないことから（第 56 項参照）、年度末の財務諸表か

らの適用とする一方で、(2)はこれらに影響を与えることを踏ま

え、期首からの適用とした。また、(3)についても当期純利益に

影響を与え得ることから、(2)と併せて適用することとした（第

34 項及び第 35 項参照）。 

 

82.  過去の財務諸表に対して、平成 24 年改正会計基準が定める新

たな会計処理の遡及適用（企業会計基準第 24 号「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」（以下「企業会計基準第 24

号」という。）第 4 項(9)）を求める場合、変更後の未認識数理

計算上の差異の残高を算定するために、平成 10 年会計基準の適

用と制度の開始のいずれか新しい方の時点以後の各事業年度の

退職給付債務をすべて再計算するという過度な負担が生じるこ

82.  過去の財務諸表に対して、本会計基準が定める新たな会計処理

の遡及適用（企業会計基準第 24 号「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（以下「企業会計基準第 24 号」という。）

第 4 項(9)）を求める場合、変更後の未認識数理計算上の差異の

残高を算定するために、平成 10 年会計基準の適用と制度の開始

のいずれか新しい方の時点以後の各事業年度の退職給付債務を

すべて再計算するという過度な負担が生じることになるため、過
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とになるため、過去の財務諸表への遡及適用は求めないことと

した（第 37 項参照）。 

 なお、退職給付債務及び勤務費用の定め（第 16 項から第 21

項参照）の適用初年度（第 38 項参照）後において、正当な理由

により退職給付見込額の期間帰属方法を変更する場合には、原

則として、企業会計基準第 24 号第 6 項(2)の定めに従って遡及

適用することになる。 

去の財務諸表への遡及適用は求めないこととした（第37項参照）。 

 なお、退職給付債務及び勤務費用の定め（第 16 項から第 21 項

参照）の適用初年度（第 38 項参照）後において、正当な理由に

より退職給付見込額の期間帰属方法を変更する場合には、原則と

して、企業会計基準第 24 号第 6項(2)の定めに従って遡及適用す

ることになる。 

84.  平成 24 年改正会計基準の適用にあたっては、過去の期間の財

務諸表に対する遡及処理は行われない（第 37 項参照）。したが

って、平成 24 年改正会計基準が定める新たな注記事項（第 30

項参照）についても、過去の期間に対する財務諸表の組替え（企

業会計基準第 24 号第 4項(10)）を行わないことに留意が必要で

ある。 

84.  本会計基準の適用にあたっては、過去の期間の財務諸表に対す

る遡及処理は行われない（第 37 項参照）。したがって、本会計基

準が定める新たな注記事項（第 30 項参照）についても、過去の

期間に対する財務諸表の組替え（企業会計基準第 24 号第 4 項

(10)）を行わないことに留意が必要である。 

85.  平成 24 年改正会計基準の適用時期に関して、公開草案の段階

では、第 80 項(2)及び(3)を除く事項（第 80 項(1)など）につい

ては平成23年4月1日以後開始する事業年度の年度末に係る財

務諸表から、第 80 項(2)及び(3)については平成 24 年 4 月 1 日

以後開始する事業年度の期首から適用することとしていたが、

公開草案に対して寄せられたコメントの中には、平成 24 年改正

会計基準を導入するための実務上の受入準備が整わないという

意見があった。さらに、個別財務諸表を巡る審議状況なども踏

85.  本会計基準の適用時期に関して、公開草案の段階では、第 80

項(2)及び(3)を除く事項（第 80 項(1)など）については平成 23

年 4 月 1日以後開始する事業年度の年度末に係る財務諸表から、

第80項(2)及び(3)については平成24年 4月 1日以後開始する事

業年度の期首から適用することとしていたが、公開草案に対して

寄せられたコメントの中には、本会計基準を導入するための実務

上の受入準備が整わないという意見があった。さらに、個別財務

諸表を巡る審議状況なども踏まえて検討した結果、第 80 項(2)及
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まえて検討した結果、第 80 項(2)及び(3)を除く事項（第 80 項

(1)など）については平成 25 年 4 月 1 日以後開始する事業年度

の年度末に係る財務諸表から適用することとし、これに併せて、

早期適用についても、平成 24 年改正会計基準を公表後に関係各

方面にて準備する期間を一定程度確保する観点から、適用時期

を見直した（第 34 項参照）。また、第 80 項(2)及び(3)について

は平成26年4月1日以後開始する事業年度の期首から適用する

こととしたが、審議の過程では、数理計算の準備状況（適用上

の判断に係る準備も含む。）等から当該年度の期首からの適用が

困難となる場合も懸念されるという意見があったことを踏ま

え、当該年度の期首から第 80 項(2)及び(3)の定めを適用するこ

とが実務上困難な場合には、所定の注記を行うことを条件に、

平成27年4月1日以後開始する事業年度の期首からの適用も認

めることとした（第 35 項参照）。 

び(3)を除く事項（第 80 項(1)など）については平成 25 年 4 月 1

日以後開始する事業年度の年度末に係る財務諸表から適用する

こととし、これに併せて、早期適用についても、本会計基準を公

表後に関係各方面にて準備する期間を一定程度確保する観点か

ら、適用時期を見直した（第 34 項参照）。また、第 80 項(2)及び

(3)については平成26年 4月 1日以後開始する事業年度の期首か

ら適用することとしたが、審議の過程では、数理計算の準備状況

（適用上の判断に係る準備も含む。）等から当該年度の期首から

の適用が困難となる場合も懸念されるという意見があったこと

を踏まえ、当該年度の期首から第 80 項(2)及び(3)の定めを適用

することが実務上困難な場合には、所定の注記を行うことを条件

に、平成 27 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の期首からの適用

も認めることとした（第 35 項参照）。 

（個別財務諸表における当面の取扱い） 
86.  公開草案に対して寄せられたコメントの中には、平成 24 年改

正会計基準を個別財務諸表へ適用することについて慎重に検討

すべきという意見があり、とりわけ公開草案で提案された内容

のうち、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用（以

下「未認識項目」という。）を負債計上する取扱いは、重要な論

点として審議された。また、本論点は単体検討会議においても

議論され、当該会議の報告書では、年金法制との関係の観点や

（個別財務諸表における当面の取扱い） 
86.  公開草案に対して寄せられたコメントの中には、本会計基準を

個別財務諸表へ適用することについて慎重に検討すべきという

意見があり、とりわけ公開草案で提案された内容のうち、未認識

数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用（以下「未認識項目」

という。）を負債計上する取扱いは、重要な論点として審議され

た。また、本論点は単体検討会議においても議論され、当該会議

の報告書では、年金法制との関係の観点や分配可能額に影響を与
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分配可能額に影響を与える可能性等を踏まえ、慎重に対処し連

結先行も含め何らかの激変を緩和する措置を講ずる必要がある

という方向性の考え方が示された。 

える可能性等を踏まえ、慎重に対処し連結先行も含め何らかの激

変を緩和する措置を講ずる必要があるという方向性の考え方が

示された。 

平成 24 年改正会計基準の公表による他の会計基準

等についての修正 

90.  平成 24 年改正会計基準により、当委員会が公表した会計基準

等については、(1)から(14)の修正を行っている（下線は追加部

分、取消線は削除部分を示す。）。 

(1)  （削 除） 

(2)  （省 略） 

(3)  （削 除） 

(4)  （削 除） 

(5)  （省 略） 

(6)  （削 除） 

(7)  （削 除） 

(8)  （削 除） 

(9)  （削 除） 

(10) （省 略） 

(11) （削 除） 

(12) （削 除） 

(13) （省 略） 

本会計基準の公表による他の会計基準等について

の修正 

90.  平成 24 年改正会計基準により、当委員会が公表した会計基準

等については、(1)から(14)の修正を行う（下線は追加部分、取

消線は削除部分を示す。）。 

(1)  企業会計基準第 5号「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」 

（省 略） 

(2)  （省 略） 

(3)  企業会計基準第 25 号「包括利益の表示に関する会計基準」 

（省 略） 

(4)  企業会計基準適用指針第 1号「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」 

（省 略） 

(5)  （省 略） 

(6)  企業会計基準適用指針第 8号「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準の適用指針」 

（省 略） 
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(14) （省 略） 

 

(7)  企業会計基準適用指針第 9号「株主資本等変動計算書に関

する会計基準の適用指針」 

（省 略） 

(8)  企業会計基準適用指針第 10 号「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」 

（省 略） 

(9)  企業会計基準適用指針第 14 号「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」 

（省 略） 

(10) （省 略） 

(11) 実務対応報告第 2号「退職給付制度間の移行等の会計処理

に関する実務上の取扱い」 

（省 略） 

(12) 実務対応報告第 18 号「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」 

（省 略） 

(13) （省 略） 

(14) （省 略） 

平成 XX 年改正会計基準の公表による他の会計基準

等についての修正 

91.   平成 XX 年改正会計基準により、当委員会が公表した会計基準

 

 
（新 設） 
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等については、(1)から(3)の修正を行う（下線は追加部分、取

消線は削除部分を示す。）。 

(1)   企業会計基準第 11 号「関連当事者の開示に関する会計基

準」第 23 項第 2段落 

我が国における従業員のための企業年金には、確定拠出

年金制度、確定給付企業年金制度（規約型及び基金型）、適

格退職年金制度、厚生年金基金制度などがあるが、いずれ

の場合でも、掛金の拠出を除き、会社と直接取引を行わな

いのが通常である。また、従業員のための企業年金に対す

る会社からの掛金の拠出（退職給付信託の設定を含む。）は、

関連当事者の開示の趣旨に鑑み、開示対象の取引には該当

しないと考えられる。このため、我が国の企業年金に関し

ては、関連当事者との取引として開示対象となるような取

引は通常生じないものと考えられる。 

(2)  企業会計基準適用指針第 25 号「退職給付に関する会計基

準の適用指針」 

① 第 53 項 

「企業の採用する退職確定給付制度の概要」（会計基準第

30 項(2)）には、企業の採用する退職確定給付制度の種類

の一般的説明を記載する。 

② 第 62 項(2) 

退職確定給付制度の概要として、簡便法を適用した制度
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の概要 

③ [開示例 1] 確定給付制度及び確定拠出制度に係る注記

（退職給付に係る注記）の「1. 採用している退職給付

制度の概要（第 53 項参照）」を「1. 採用している退職給

付制度の概要（会計基準第 32-2 項）（第 53 項参照）」、「3.

確定拠出制度（会計基準第 32 項）」を「3. 確定拠出制度

（会計基準第 32-2 項）」と修正する。 

④ [開示例 3] 複数事業主制度に係る注記 

（退職給付に係る注記）の「2. 確定拠出制度（会計基

準第 32 項及び第 33 項(2)）」を「2. 確定拠出制度（会計

基準第 32-2 項及び第 33 項(2)）」と修正する。 

(3)  実務対応報告第 2 号「退職給付制度間の移行等の会計処

理に関する実務上の取扱い」 

① Q1 の A 第 1 段落 

適用指針第 1号第 4項において、退職給付制度の「終了」

とは、以下の場合をいうとしている。 

(1) 退職金規程の廃止、厚生年金基金の解散、基金型確定

給付企業年金の解散又は税制適格退職規約型確定給付企

業年金制度の全部解除終了のように退職給付制度が廃止

される場合。 

(2) 退職給付制度間の移行又は制度の改訂により退職給

付債務がその減少分相当額の支払等を伴って減少する場
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合。なお、「支払等」には、以下のものが該当する。 

① 年金資産からの支給又は分配（適用指針第 1 号第 21

項） 

② 事業主からの支払又は現金拠出額の確定 

③ 確定拠出年金退職給付会計基準第 4 項に定める確定

拠出制度に分類される退職給付制度への資産の移換（適

用指針第 1号第 19-2 項、第 22 項及び第 23 項） 

② Q3 の A 第 1 段落 

適用指針第 1 号第 11 項に掲げられている例を踏まえれ

ば、退職給付制度の終了の時点は、具体的に以下のように

考えられる。 

 事象 終了の時点 

(1) 退職金規程を廃止する場合 退職金規程の廃止日 

(2) 

厚生年金基金制度又は基金

型確定給付企業年金を解散

する場合 

厚生年金基金制度又は基金型

確定給付企業年金の解散の日

(3) 

税制適格退職規約型確定給

付企業年金制度を全部解除

終了する場合 

税制適格退職規約型確定給付

企業年金制度の廃止日 

(4) 

確定給付年金制度において、

年金資産からの分配が行わ

れる場合 

分配を伴う改訂規程等の施行

日 
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(5) 

確定給付年金制度の一部に

ついて確定拠出年金制度へ

資産を移換する場合 

移換を伴う改訂規程等の施行

日 

(6) 

退職一時金制度の一部につ

いて確定拠出年金制度へ資

産を移換する場合 

移換を伴う改訂規程の施行日

(7) 

退職一時金制度の一部を給

与として支払う方法への変

更等に伴って、過去勤務期間

分の一部を支払う場合 

改訂規程の施行日 

③ Q4 及び Q4 の A 

Ｑ4 税制適格退職年金制度における「併せ給付」や退職一時

金制度を廃止した場合における退職金の分割支払の会計処

理は、どのように行うか。 

 
Ａ 税制適格退職年金制度において給付の減少が行われた場

合、原則として、減少分の年金資産は従業員に分配されるが、

労働組合又は加入者の過半数の同意を得て、加入者別に給付

すべき額及び退職時に給付することを年金規程の附則に明記

した場合には、年金資産の分配を退職時に本来の給付と併せ

て行うことができる（以下「併せ給付」という。）。この場合、

個人毎に支払額が算定され分配される額が確定したことに着
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目して退職給付制度の終了が生じたものとする見解もある。

しかし、併せ給付部分を含む税制適格退職年金制度は存続し

ていることや、退職時期は改訂規程等の施行日から相当期間

離れていると考えられるため年金資産の運用リスクは事業主

に残っていること、従来と同様に具体的な支払時期等は確定

していないことから、退職給付制度の終了の処理を行わず、

当該併せ給付部分に対応する義務を引き続き退職給付に係る

負債として取り扱うことが適当であると考えられる。したが

って、規程等の改訂日現在で退職給付債務の減額の測定が行

われ（Ｑ6のＡ参照）、また、当該改訂が行われる前に発生し

た未認識過去勤務費用、未認識数理計算上の差異及び会計基

準変更時差異の未処理額については、従前の費用処理年数及

び費用処理方法を継続して適用する。 
また、退職一時金制度を廃止した場合には終了に該当する

（適用指針第 1 号第 4 項）ことから、廃止による退職金の支

払を分割して行う場合でも、退職金規程の廃止日に退職給付

制度の終了の会計処理を行うこととなる。この際、支払予定

額は、未払金として計上することとなる。ただし、退職一時

金制度を廃止するとはいっても過去勤務に係る部分を依然と

して退職時に支払うこととしているときには、従来と同様に

退職時点等が確定していないことから、前段の併せ給付の場

合と同じように、退職給付制度の終了の処理を行わず、当該



－18－ 

 

公開草案 現行 
支払予定部分に対応する義務を引き続き退職給付に係る負債

として取り扱うことが適当であると考えられる。 

 

以 上 


